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近畿圏鉄道市場 における競争の特質

高 橋 愛 典

概要 「市場の失敗」の典型例とされ,自 然独 占を前提として規制 ・運営されてきた鉄道事

業にも,規 制緩和の潮流は押し寄せている。だが,鉄 道事業が独占状態を謳歌してきた時代

や地域は,実 はおのずと限定される。特に,阪 神間(大 阪一神戸)お よび京阪間(京 都一大

阪)を 軸とする近畿圏の鉄道市場では,1920年 代から事業者間 ・路線間の競争が展開され,

これが市場全体の特質となっている。これを明らかにすることが本稿の目的であり,ま ずは

市場の地理的条件ならびに歴史的経緯と,運 賃競争を中心とした市場の現状を把握すること

を試みる。次いで,ご く最近の動向から,鉄 道事業者間の協調行動の可能性を論じ,近 畿圏

鉄道市場の今後の展望を示す。
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Abstract Although the railway industry in general has been regulated as a natu-

ral monopoly, the rail transport has often faced some forms of competition. In par-

ticular, there has been direct competition within the railway market in Kansai 

Metropolitan Areas since 1920s. The aim of this paper is to investigate its past, pre-

sent and future, with a particular focus on the price competition and cooperative 

behaviour.
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1.は じ め に

規制緩和と競争促進の潮流が,国 家や産業を超えて世界的な ものとなって久 しい。その

潮流は,自 然独占を前提として規制 ・運営されてきた鉄道事業にも押 し寄せている。 もっ

とも,鉄 道事業が独占状態を謳歌 してきた時代や地域は,実 はおのずと限定される。旅客

交通市場だけを見て も,鉄 道は,長 距離では主に航空と,短 距離では主に自家用自動車と

の間で,交 通機関間競争(intermodalcompetition)に 巻き込まれてきたことは,周 知の

事実である。

しか も,わ が国の大都市圏では,複 数の鉄道事業者の路線が同一区間に並行 して走 り,

事業者間 ・路線間での直接的な競争が展開されてきた。同一区間を運行する鉄道路線が複

数ある場合,理 論的には過当競争が起こり,独 占が最 も効率がよいという帰結に達する(1)。

これが,冒 頭に述べた,鉄 道を自然独占の典型として規制する根拠であった。実際,わ が

国の鉄道で も,破 滅的競争が危惧され,協 定や国有化によって独占が作 り出されて競争状

態が終息 した例は見られた(2)。一方で,わ が国の大都市圏鉄道市場では,事 業者間 ・路線

間の競争は,区 間によっては大正時代(1920年 代)以 来の長い歴史を持っている。鉄道事

業者は,破 滅的でない,多 様な形態の競争を通 じて,切 磋琢磨を繰 り返 してきたのである。

その背景には,複 数の事業者の存立を許すだけの大規模な需要があることは言うまで もな

い。だが,そ の需要(特 に通勤需要)も また,鉄 道事業者(あ るいはそのグループ企業)

が沿線開発において競争を展開することによって創出してきた部分が大きい。

本稿は,大 阪一神戸間(以 下 「阪神間」)お よび京都一大阪間(以 下 「京阪間」)を 軸と

する近畿(関 西)圏 の鉄道市場における競争について,歴 史的経緯と現状を把握 し,今 後

の展望を示すことを目的とする。近畿圏では地形の制約のため,首 都圏と比較 して も路線

間競争が激 しくなりがちである。また,JR福 知山線の脱線事故(2005年4月)や,阪 急

電鉄と阪神電鉄の経営統合(2006年10月)と いった新たな状況に直面 してお り,競 争の現

状と意義を整理 した上での議論が求め られているのである。

本稿の構成は以下の通 りである。2.で は,近 畿圏鉄道市場の地理的条件を検討 し,競 争

(1)過 当 競 争 の理 論 的 説 明 は,例 え ば,金 本[1995]pp.75-81,小 田切[2001]pp.55-61を 参 照

され た い 。

(2)例 え ば1902年 か ら,大 阪 一 名 古 屋 間 で 官 設 鉄 道(現 ・JR)東 海道 線 と関 西鉄 道(現 ・JR関 西

線)の 間 で 旅 客 と貨 物 の 誘 致 合 戦 が 行 な わ れ た 。1904年 に協 定 が 結 ば れ,1907年 に関 西 鉄 道 が 国

有 化 され て,競 争 は完 全 に終 息 した 。 和 久 田[1981]pp.38-39を 参 照 され た い。
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の歴史的経緯を概観す る。3.では,市 場の現状を,運 賃競争を中心に把握することを試み

る。4.では,ご く最近の動向として,阪 急電鉄と阪神電鉄の経営統合および,私 鉄各社を

中心とした共通乗車カー ドの導入について,事 業者間の協調行動の観点か ら説明 し,近 い

将来に向けた展望を示す。5.では,本 稿の議論をまとめ,近 畿圏鉄道市場における競争の

特質を整理 し,今 後の研究課題について述べる。

なお本稿は,高 橋[1998a]の 問題意識を継承し,そ の対象を近畿圏に絞 り込んだ上で,

最近10年 間の状況の変化を含あて論 じるものである。

2.近 畿圏鉄道市場の歴史的経緯

近畿圏鉄道市場の分析を始めるにあた り,斎 藤[2002]が 挙げている,近 畿圏の交通シ

ステムが持つ4つ の特徴に触れておきたい。すなわち,① 都市間交通システムと都市(都

市内)交 通システムの双方が入 り組んだ,複 雑な構造を持っていること,② 多核型大都市

構造であることが,早 期の電気鉄道ブームを到来させ,そ の結果として私鉄主導型の都市

鉄道システムが形成されたこと,③ 私鉄文化の影響力が強いこと,④ 複線構造型の都市鉄

道システムの構造に関連 して,高 品質の輸送サービスが供給 されてきたこと,で ある(pp.

76-85)。 これ らのうち①は,道 路網を含めた交通 システム全体 に当てはまるが(pp.76-

77),② か ら④は私鉄を中心 とした鉄道に特有である。本節では,近 畿圏鉄道市場が持つ地

理的条件と歴史的経緯を検討することで,こ れ らの特徴が顕著になった要因を探ることと

したい。

2.1市 場の地理的特徴

はじめに,近 畿圏鉄道市場が持つ地理的な条件を整理 してお く。図1は,近 畿圏の鉄道

網の うち,主 に府県庁所在地 クラスの主要都市を結ぶ路線(以 下 「都市間路線」)を 示 し

た ものである。大阪と,周 辺の府県庁所在地を結ぶ全ての区間において複数の鉄道事業者

が存在 し,そ れ以外の区間(神 戸一姫路間や京都一奈良間など)に おいて も競合があるこ

とがわかる。

しか も,平 坦空間が狭隆であるという地形上の制約を受けて,迂 回ルー トの建設が難 し

いたあ,競 合路線同士が狭い空間に混在 している(斎 藤[2002]p.76)。 最 も典型的なの

は阪神間である。阪神間には,北 に六甲山地が,南 に大阪湾が迫っているため,鉄 道用地・

住宅用地として適 した平坦空間は特に狭隆である。 ここに,阪 急電鉄 ・JR(西 日本)・ 阪
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図1近 畿 圏 鉄 道 市 場 にお ける 都 市 間 路 線 とそ の 競 合

神電鉄の3事 業者が,東 西に並行 して路線を持ってお り,特 に西半分にあたる西宮市か ら

神戸市三宮にかけては,3路 線の駅勢圏が重なる場合 も多い。さらに,大 阪側のター ミナ

ルが梅田(JR大 阪駅),神 戸側のターミナルが三宮(JR三 ノ宮駅)で あるところも3路

線の共通点である。

このような厳 しい地理的条件の下で,複 数の事業者 ・路線による競争 は,い かにして

「破滅的競争」に陥 らずに機能 しえたのか。以下,本 節では,近 畿圏鉄道市場の歴史的経

緯を,図1に 示 した路線 ・事業者を中心に概説 し,競 争の展開過程を整理 したい。

2.2市 場の生成 と競争の展開

わが国初の鉄道は,周 知の通 り1872年 に開通 した新橋 横浜間の官設鉄道である。近畿

圏では,1874年 には阪神間に,1877年 には京阪間に官設鉄道が開業 した(3)。これらの路線

は,現 在のJR東 海道線となっていることからも明らかなように,首 都圏と近畿圏を結ぶ,

わが国全体にとって重要な幹線鉄道の一部(い わば先行開業区間)で あった。このころ,

幹線鉄道の建設を進めたのは,政 府だけではなかった。民間資本 もまた,官 設鉄道に対比

される私設鉄道として,全 国各地に幹線鉄道を整備 していったのである。近畿圏では,阪

堺鉄道(現 ・南海本線)難 波一大和川間が1885年 に開業 し,そ の後和歌山を目指 したのが,

私設鉄道のさきがけであった(4)。その後,山 陽鉄道(現 ・JR山 陽線)兵 庫 姫路間が1888

年に開業,奈 良鉄道(関 西鉄道等を経て,現 ・JR奈 良線)が1896年 に全通,阪 鶴鉄道

(3)以 下,明 治30年 頃 までの幹線鉄道の整備については,中 西[1979]第2章 および和久田[1981]

第2章 を主に参照した。

(4)阪 堺鉄道からその後の南海鉄道を経て,現 在の南海電鉄に至る歴史的経緯は,武 知[1995]が

詳 しい。
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(現 ・JR福 知 山線)と 関西鉄道湊町(現 ・JR難 波)一 名古屋間(現 ・JR関 西 線)が1901

年 に全通す るな ど,近 畿圏の都市間路線の原形は,明 治30年 代 までに整備 されつつあ った。

1905年 に は,営 業 キロで見 る と,官 設鉄道 は2,562キ ロ,私 設鉄道 が32社 で5,231キ ロであ

り,私 設鉄道 が官設 鉄道以上 に全 国にネ ッ トワー クを張 りめ ぐらせて いた ことがわか る

(斎藤[1993]p.14)。 だ が,そ の翌年(1906年)に は鉄道 国有化法 が施行 され,さ らにそ

の翌年(1907年)に かけて私 設鉄道 の買収 ・国有化 が進め られ た(5)。上 記 の山陽 ・阪鶴 ・

関西の各鉄道 はその対象 とな り,こ れが現在のJRに 引 き継 がれ るのであ る。 もっとも,

上 記の32社5,231キ ロの うち,実 際 に国有化 されたのは17社4,527キ ロに留 ま った。 これは,

鉄 道国有化法第1条 にお いて,「 一般運送 の用 に供す る鉄道 は総 て国の所有 とす,但 し一地

方の交通 を 目的 とす る鉄道 は この限 りにあ らず」 と規定 されたためで ある。「一 地方」 と

はどの範囲を指すのか,結 局 は恣意的で はあったが,1903年 に難波一和歌 山市間(現 ・南

海本線)を 全通 させた南海鉄道や,1905年 に阪神間(出 入橋一神戸)を 電化開業 した阪神

電鉄 は,国 有化の対象 とはされなか った。

鉄道国有化以後,明 治末期か ら大正 にか けて,近 畿圏で は,上 記の阪神を きっか けと し

た私鉄 ブー ムが起 こった。鉄道事業者の数 は,か え って増え続 けたので ある。 この ブー ム

を財務 的に支 えたの は,豊 富な資本蓄積 と活発な資本市場 であ り(斎 藤[2002]p.77),

法 制 度的 に支えたの は 「軌道」の制度で あった。軌道 は,道 路上 に敷設 され るのが当初の

原則で あ り,道 路を管轄す る内務省が監督 した。阪神 は,軌 道の概念をかな り拡大解釈 し

た こ とか ら,道 路 上 に敷設 された 「併 用軌道」 は開業 当初 か らわずか であ り,実 質 的 に

「鉄道」と何 ら変 わ りはなか った。 しか もその車両 や技術 は,当 時の アメ リカの都市間電車

(interurban)に 匹敵す る最新 の ものを,開 業 当初か ら採用 して いた(和 久 田[1981]pp.

44-45,小 川[2005a]pp.28-35)。 この ように して,蒸 気機関車 によ って運 行 されていた

幹線鉄道(国 有化 された ものを含む官設線)に 対 し,私 鉄で は電化開業 ・電車運行 によっ

て,運 転本数や駅の数 といったサー ビス面のみな らず,運 賃面で も官設線を凌駕 した とさ

れ る(6)。

この ように して,私 鉄 ブー ムを通 じ,近 畿圏 には私鉄(電 車)に よる都市間路線網が整

備 され てい ったので ある(7)。1910年 代 までに建設 ・開業 されて いった路線 の うち,図1に

(5)鉄 道 国 有 化 法 な らび に,同 法 に よ る幹 線 鉄 道 の 国 有 化 につ い て は,中 西[1979]第3章,和 久

田[1981]pp.47-51,武 知[1986]第2章,桜 井 ・石井[1986]が 詳 しい。

(6)一 例 と して,阪 神 が 官 設 東 海 道 線 に も た ら した影 響 につ い て,中 西[1979]pp.273-278お よ

び 小 川[2005b]pp.59-60を 参照 さ れ た い。

(7)中 に は,国 有 化 を 免 れ た 南 海 鉄 道 の よ う に,1911年 に難 波 和 歌 山 市 間 の 電 化 を 完 成 させ,幹/
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引き継がれる路線を開業順にまとめた ものが表1で ある。

表1明 治末期から大正期に建設された近畿圏の私鉄(都 市間路線)

事業者名

南海鉄道

阪神電鉄

京阪電鉄

箕面有馬電軌

大阪電軌

区 間

大阪(難 波)一 和歌山(市 駅)

大 阪(出 入橋)一 神戸(三 宮)

大 阪(天 満橋)京 都(五 条)

大 阪(梅 田)一 宝塚

大阪(上 本町)一 奈良

現在の路線名

南海本線

阪神本線

京阪本線

阪急宝塚線

近鉄奈良線

開通年

1903

1905

1910

1910

1914

電化年

1911

電化開業

表1の 路線の中で例外的な位置づけであるのは,箕 面有馬電気軌道(現 ・阪急宝塚線)

である。他の路線が,府 県庁所在地 レベルの主要都市を結び,途 中で街道沿い(例 えば,

阪神間の西国街道,京 阪間の京街道)の 町村にも駅を設けた都市間路線であるのに比べ,
き ゆう

箕有はその沿線 も終点 も田園が多 く,人 口や産業の集積 も他の沿線と比較 して小規模で

あった。箕有は,も ともと前述の阪鶴鉄道の子会社として設立され,社 名の通 り大阪(梅

田)か ら箕面だけでな く,温 泉地として古 くか ら有名な有馬(現 在の神戸市北区)を 目指

す予定であった。阪鶴鉄道が,社 名のとお り大阪(瀬 戸内側)と 舞鶴(日 本海側)を 結ぶ

幹線鉄道として国有化された後,箕 有(企 業組織および,開 業予定の路線免許)は 私鉄と

して残 された。三井銀行から,国 有化直前の阪鶴鉄道に監査役 として送 り込 まれた小林
いちぞう
一三(1873-1957)は

,箕 有の実質 的な創業者 として,沿 線(現 在 の大 阪府池 田市 な ど)

に住宅地 を,終 点(宝 塚)に 娯楽施設(遊 園地 ・歌劇 場)を 開発 した(8)。こ うした私鉄 に

よる多角化戦略 は,首 都圏 ・近畿圏のみな らず全国各地の私鉄 に広が って いった(9)。

1920年 代 以 降 も私 鉄 ブーム は形 を変え て続 いて い った。箕有 は,社 名 を阪神急行 電鉄

(阪急)と 改 め(1918年),阪 神 間 に新規参入 して十三一上筒井間を1920年 に開業 した(1①。 こ

れ によ り,阪 神 と阪急 は直接的な競合関係 に立 った(小 川[2005c]pp.115-116)。 ま た,

京 阪間 にお いて は,淀 川左岸の京街道沿 いを走 る京阪電鉄が,京 阪間を高速の電車で直結

す る目的で,淀 川右岸 に 「新京阪鉄道」を建設 し,天 神橋(現 ・天神橋筋六丁 目)一 西院

間を1928年 に開業 した(11)。大 阪一和歌 山間 においては,新 た に阪和電鉄 が天王寺一 阪和束

＼線鉄道から本格的な私鉄 ・都市間路線に脱皮していったものもある。

(8)小 林一三 とその鉄道経営 ・多角化戦略に関する文献は数多いが,さ しあたり津金澤[1991],

作道[1995],原[1998]を 参照されたい。斎藤[2002]が 指摘する,近 畿圏の交通システムの

特徴である私鉄文化は,小 林が創り上げたところが非常に大きい。

(9)私 鉄 による多角化戦略の研究成果として,斎 藤[1993]お よび正司[2001]を 参照されたい。

⑩ これが現在の阪急神戸線である。阪急による阪神間への進出については,宇 田[1995]pp.15-

21が 詳 しい。

(ll)新 京阪鉄道は,1930年 に京阪に吸収され,京 阪新京阪線となった。さらに後述のように,現 在

は阪急京都線になっている。
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和 歌 山(現 ・JR和 歌 山)を1930年 に開業 した(現 ・JR阪 和 線)。 この時点で既 に,運 賃 ・

サー ビス(特 に運転)・路線拡 張 ・副業(兼 業)の4つ の側面で,鉄 道事業者間 あるいは路

線間の競争が展開 されて いた(中 西[1979]pp.446-452)。

さ らに1930年 代 には,官 設線(「 鉄道省 の路線」ゆえ 「省線」 と呼ばれ た)で も電 化が

進み,東 海道・山陽線 では,吹 田 須磨 間が1932年,京 都 明石 間が1937年 に電化 された。

阪神間で は,省 線が電化を機 に5つ の電車専用駅(塚 本 ・立花 ・甲子園 口 ・六 甲道 ・元 町)

を 設 けた ことで(小 川[2005c]pp.118-120),省 線 ・阪神 ・阪急が 「電車」同士で三つ 巴

の競争を展開 した。

こう して,図1で 見た都市間路線の 「複線構造」 は,1930年 代 初頭 まで にほぼ現在の姿

を現すので ある。 これ らの路線 は,開 業時期や 目的な どか ら,表2の ように4種 類 に分類

で きる もの と考え られ る。 この類型 は,本 節の これ までの記述 に基づ いた仮説で あ り,今

後様 々な検証を経 るべ き もので ある。

表2近 畿圏における都市間路線の類型

類 型

幹 線 型

街 道 型

郊 外 型

直 結 型

特 徴
・1870年 代 ～1900年 代 にか け,幹 線 の 一 部 と して 非

電 化 開 業

・私 設 線 は1906～07年 に国 有 化(南 海 を 除 く)

・1930年 代 に一 部 電 化(南 海 は1911年 完 成)

・1900～10年 代(私 鉄ブーム期)に ,軌 道として電

化開業(実 態は鉄道)

・近畿圏内の中核都市間を結ぶとともに,街 道筋の

町村を結ぶ

・1920年 代 に開業(私 鉄ブーム期)

・沿線 ・終点の郊外開発中心

・同時期に開業 した首都圏の私鉄(例:現 在の東急

の前身である目黒蒲田電鉄・東京横浜電鉄)に 近

い状況

・1930年 代 に開業(後 発)

・カーブの多い街道型と異なり,中 核都市間を直結

し高速運転

・幹線型 ・街道型路線とも路線 ・駅勢圏が重複

現在の事業者 ・路線名

JR:東 海 道 ・山陽(京 都 ・神

戸)線 ・関西(大 和路)線 ・福

知山(宝 塚)線 ・奈良線

南海:本 線

阪神:本 線

京阪:本 線

山陽:本 線

阪急:宝 塚線

近鉄:奈 良線 ・京都線

阪急:神 戸線 ・京都線

JR:阪 和線(旧 阪和電鉄)

2.3戦 中 ・戦後の事業者再編

戦前期における都市 ・地域交通市場での競争激化は,近 畿圏の鉄道のみな らず全国各地

で見 られた。20世 紀初頭に登場 したバス(乗 合自動車)や タクシーは,全 国各地の都市 ・

地域交通市場において,そ れぞれの事業者間(交 通機関内)の 競争だけでな く,交 通機関
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間競争を展開するようになったのである。

競争激化への政策的対応として,政 府は鉄道市場への介入(交 通調整)を 意図 した。近

畿圏では,既 に1914年 頃か ら,阪 神が箕有あるいは京阪と合併することが画策されていた

(小川[2005b]pp.83-86)。1920年 の阪急神戸線の開通をきっかけに,阪 神 と阪急の合併

の機運が再び起こり,1930年 代前半には,逓 信省や鉄道省か らも合併の勧告がなされたの

である(小 川[2005c]pp.120-121)。

このときは,近 畿圏の私鉄間の合併は実現 しなかったが,1930年 代半ば以降,挙 国一致

の戦時体制に突入すると,交 通調整は戦時統制の色合いを強めていった。近畿圏の私鉄各

社は,1934年 に自発的な統制機関(大 阪電鉄連合会)を 結成 し,事 業者統合の具体案を検

討 した。1938年 には,陸 上交通事業調整法が施行され,特 に多 くの交通事業者が存在 した

東京 ・大阪 ・富山 ・香川 ・福岡が対象となったため,鉄 道省は,近 畿圏で も大阪を中心に

事業者統合を積極的に推進 した。図2で は,左 半分において,戦 時中の事業者統合の進行

状況をまとめている。

1939年 1941年 1943年 1945年 1947年 1949年

阪神電鉄

阪急電鉄 京阪神急行電鉄

京阪電鉄 京阪電鉄

大阪電軌 関西急行鉄道 近畿日本鉄道

参宮急行

大阪鉄道

南海鉄道

阪和電鉄

南海電鉄

省線阪和線 国鉄阪和線

※ 宇 田 ほ か[1986]pp.253,254お よび 高 橋[1998a]p.32よ り作 成 。

図2近 畿 圏 大 手 私 鉄 の 戦 中 ・戦 後 に お け る 事 業 者 再 編

同 じく図2の,右 半分にあるように,こ うした戦時中の事業者統合は,戦 後の1947年 頃

か ら解体が進んだ。これにより,近 畿圏の大手私鉄5社 体制が成立 した。 もっとも,戦 前

と戦後での相違点 もいくつか見 られる。阪和線(以 前の阪和電鉄 ・南海山手線)は 戦時国

有化されたまま国鉄(日 本国有鉄道)に 移行 した。阪急新京阪線は阪急の手許に残されて

阪急京都線 となったが⑫,そ の理由として,阪 急の太田垣士郎社長(当 時)は,阪 急は国

⑫ 図2に あるように,京 阪と阪急は1943年 に合併 し,「京阪神急行電鉄」が発足 していた。新京

阪線と阪急宝塚 ・神戸線との間は,合 併前から京阪十三線(十 三一淡路間)で つながっていたが,

合併後の1944年 には,新 京阪線が阪急梅田駅に乗り入れるための改良工事が完成した。
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鉄(東 海道線)と の競争 に専念 し,淀 川左岸 は京阪 に任せ るため と説明 して いる(京 阪神

急行電鉄[1959]pp.27-29,京 阪 電気鉄道[1980]pp.86-88)。

2.4戦 後における都市化の進展

戦後,特 に高度経済成長期(一 般に1955～73年)は,国 土全体の都市化が進み,大 都市

圏での人口増加が特に著 しい時期であった。大都市圏の地理的な拡大と,鉄 道沿線の開発

も,戦 前に増 して進んだ。その結果大都市圏では,鉄 道沿線に住宅地が切れ目な くつなが

る,都 市の連坦(conurbation)が 進んだのである。近畿圏では,阪 神間 ・京阪間を軸と

して連坦が進み,都 市圏が重複するようになった⑬。

こうした都市圏構造の変化は,鉄 道の役割にも大きな影響を与えた。戦前に建設された

都市間路線で も,中 間駅の利用者が増加 し,都 市間の利用者の重要性が相対的に下がった

のである。鉄道事業者は,都 市間での競争よりも,中 間駅での沿線開発と利用者対応に注

力するようになったといえよう。例えば,私 鉄の都市間路線の優等列車(特 急など)が,

中間駅に多 く停車するようにな り,都 市間を最速で直結することが優先されな くなったの

である。このような変化の中で,事 業者間の競争は緩和され,中 間の独占区間を守 り,囲

い込むことに鉄道経営(不 動産をはじあとするグループ経営を含む)の 重点が移っていっ

たと考え られる。

2.5国 鉄分割 ・民営化 と競争促進

1987年4月,国 鉄の分割 ・民営化が実施されてJRグ ループが発足 し,近 畿圏の路線は

JR西 日本(西 日本旅客鉄道)の 管轄 となった。JR西 日本は,三 島会社(北 海道 ・四国 ・

九州)よ りは需要面で恵まれており,財 務的に安定すると考え られたがω,本 州三社の中

では,首 都圏を抱えるJR東 日本や,東 海道新幹線を持つJR東 海 と比べると,中 国地方

でローカル線を多 く抱えるなど,不 利な条件が多いと考え られた。

⑬ ただし,標 準大都市雇用圏(StandardMetropolitanEmploymentArea)の 考え方によれば,

首都圏は圏内においても東京への一極集中が進んでいるのに対し,近 畿圏では,京 都 ・大阪 ・神

戸のそれぞれが都市圏を形成 している 「多核型大都市圏」であることが統計的に明らかになる

(山 田・徳岡[1983],山 田[1986])。 標準大都市雇用圏とは,人 口5万 人以上かつ昼夜間人口比

が1.0以上 の都市を中心都市とし,全 体の人口が10万 人以上の圏域である。市町村が,あ る圏域の

郊外として含まれるには,中 心都市への通勤者数が常住就業者数に占める割合が10%以 上で,鉱

業を除 く非第1次 産業就業者数が常住就業者数に占める割合が75%以 上である,と いう条件を満

たさなければならない。

ω 実際,2004年 には,JR西 日本は完全民営化(全 株式の民間への売却)を 果たしている。
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その 中で,近 畿圏の都市輸送が,需 要の豊かな市場 と して注 目された。 もともと,国 鉄

の近畿圏の路線 は,首 都圏の国鉄 ・私鉄や近畿圏の私鉄 と比べて,サ ー ビスや運賃の面で

劣 って いるとされて いた。例え ば,関 西線 ・福知 山線 ・片町線な どで は,電 化 ・複線化が

完成 したの は1970～80年 代 にか けてで あ り,そ れ まで は通勤輸送 に十分 に対応で きて いな

か った。そ こでJR西 日本 は,民 営化直後 に近畿 圏の都市通勤路線網 を 「アーバ ンネ ッ ト

ワー ク」 と総称 し,新 型車両の導入 ・ス ピー ドア ップ ・増発 ・新駅設置 といったサー ビス

改善を進あた(間 崎[2003],JR西 日本[2008]pp.82-85)。

図3-A輸 送 人 員 の 推 移(1987年 二100)

図3-B輸 送人員の推移(実 数)
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+JR

+私 鉄

図3-C輸 送 人 キ ロの 推 移(1987年=100)

-
+私 鉄

'→-JR

図3-D輸 送 人 キ ロの 推 移(実 数)

※ 図3-A・B・C・Dと も,JR西 日本[2008]p.84よ り作 成 。

※ 図3-A・Bで は,私 鉄(5社 合 計)は 決 算 短 信 に よ り,JRは 大 阪 周 辺 の 電 車

特 定 区 間 で 計 上 して い る。

※ 図3-C・Dで は,私 鉄 は 『鉄 道 統 計 年 報 」 等 に よ り,JRは 京 都 ・大 阪 ・神 戸

の3支 社 で 計 上 して い る。

その結果,図3-A・B・C・Dに 見 られるように,私 鉄の輸送実績が減少傾向にある

一方で,JRの 輸送実績は堅調である。近畿圏全体で人 口および鉄道利用者数(輸 送人員)

が減少傾向にあることを考慮すると,今 後JRの 輸送実績が飛躍的に伸びる可能性は低い

と見 られる。だが,か つては 「私鉄王国」と称された近畿圏鉄道市場において,1990年 代
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後半以降,JRの 存在感と利用習慣が定着 したといえよう⑮。これにより,近 畿圏鉄道市場

における現在の競争は,「JR対 私鉄」という構図で捉えることができる。JRは2005年4

月25日 に福知山線塚ロー尼崎間において,死 者106名(運 転士を除 く)・負傷者562名 を出す

大きな脱線事故を起こし,そ の安全性と企業体質が問題視された。本稿では,事 故の原因

などに関する言及は控えるが⑯,マ スコミを中心に,私 鉄 との競争の激化やこれに対応 し

たスピー ドアップ ・増発(過 密ダイヤ)が 事故の一因であると指摘する声 もあったことは

確かであるq7)。

3.運 賃競争 の現状

前節で検討 した歴史的経緯を踏まえると,近 畿圏の鉄道市場において現在展開されてい

る競争は,表3の ように非価格競争と価格競争という2つ の要素に分類できる。

ここで,非 価格競争においては,近 接性 ・安全性 ・頻多性 ・速達性 ・快適性といった多

くの要素が,イ ンフラ投資による輸送力増強の状況に依存 していることがわかる。だが,

近畿圏の鉄道市場における事業者間の投資競争は,戦 前は前述の路線拡張競争といった形

で展開されていたとはいえ,現 在では期待できない。イ ンフラ整備は現在では,鉄 道事業

者による投資戦略というよりも,公 的補助 ・出資のあり方といった交通政策の範躊と捉え

るべき部分が多い。端的にいえば,事 業者 はこれまでに整備 されたイ ンフラを所与 とし

て,そ の活用を通 じて非価格競争に対応 しているのである。先に見たJRの サー ビス改善

は,「国鉄時代の歴史的経過」 により残 っているとされる 「効率改善およびサービス向上

への経営資源のスラック」(正 司[2001]p .59)が 活用 されるようになったということで

あろう。例えばJRに は,前 述のように,も ともと幹線 として建設された 「幹線型」の路

線が多い。このため,並 行する私鉄に比べてカーブが少な くスピー ドアップを図る余地が

あったこと,駅 間距離が比較的長かったため新駅を設置することで 「近接性」を改善する

余地があったことなどが指摘できる。

⑮1990年 代後半といえば,阪 神 ・淡路大震災(1995年1月17日)の 影響も大きいと考えられる。

震災によって阪神間の鉄道路線が不通になった後,4月 に最も早 く復旧したJRに 利用者が乗り

慣れ,復 旧が6月 までかかった阪神・阪急からの需要の移転が起こったことが指摘されている(斎

藤[1998]p.12)○

⑯ この事故の公式な調査結果として,航 空 ・鉄道事故調査委員会[2007]を 参照されたい。

⑰ 例えば,『 朝日新聞」2005年5月4日 付社説,あ るいは,安 部[2005]pp。53-54を 参照された

い。また,こ の事故をきっかけとしたサービス改善・競争をめぐる議論として,原 ・川島[2005]

は論点が明確である。
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表3鉄 道市場における競争の要素

非価格競争

価格競争

基本的

サービス

近 接 性

拡張的

サービス

運 賃

安 全 性

正 確 性

頻 多 性

速 達 性

快適性 ト

利便性

生理的

心理的

わかり

やすさ

ト利用
の

しやすさ

連 続 性

付帯的サービス

(乗客の便宜)

種別の設定

割 引運 賃

乗継 運 賃

加算 運 賃

路線 ・駅の設定,ア クセス交通の提供

料 金

利用者の安全,無 事故

ダイヤの遵守

列車本数の確保 ・増発,運 行時間拡大

急行運転,列 車の速度上昇,高 加減速車両の導入,

カーブ・ポイントの通過速度上昇

混雑緩和,車 両冷房化,冷 暖房付き待合室,ホ ーム上

屋,階 段のエスカ レーター ・エレベーター化,座 席

指定車の導入,リ クライニングシー ト,禁 煙の実施,

車内補助椅子

車両デザイン向上,駅 デザイン向上,ク ロスシー ト

化,窓 の拡大,前 面展望シー ト,車 内照明向上,清

潔な トイレ,車 内放送簡素化,発 車合図のメロディ

化,BGMの 導入

列車案内情報の向上(電 光掲示板導入等),沿 線案内

情報の提供,車 内放送の充実,女 性車掌 ・係員の配

置,イ ンフォメーションセンター,車 内文字情報の

提供

プリペイ ド・ICカ ー ド導入,特 急券自動販売機,予

約システム,往 復乗車券,大 晦日の終夜運転

緩 急 接 続 ダ イ ヤ,乗 換 ・乗 継 通 路 の エ スカ レー ター ・

エ レベ ー ター 化

車 内 トイ レ,車 内 販 売 ・自動 販 売 機 の 設 置,駐 輪 場,

コイ ン ロ ッ カー

普通/定 期,区 間(距 離帯)・時間帯 ・曜日別運賃,

回数券,貸 切運賃などの設定

定期運賃 ・回数券の割引率設定,特 殊割引

他事業者 ・他の交通機関との連携

新線開業 ・整備工事に伴う加算

特急料金 ・グリーン料金などの設定 ・区分

※ 三 上 ・斎 藤 ・綿貫[1996]pp.43-44,

成 。

く ら しの リサ ー チ セ ンタ ー[2004]pp.155-170な ど よ り作

一方で,価 格競争は,イ ンフラおよび輸送力の状況を所与とした路線間競争において,

重要な要素であり続けていると考え られる。近畿圏の競合路線における運賃を比較 した も

のが,表4で ある。JR・ 私鉄 とも,1997年4月 の消費税率上昇時以降,運 賃改定を行なっ

ていないためq8),運賃競争は沈静化 しているように見えるが,現 在の運賃は,政 府による従

来の運賃規制のみな らず,事 業者による運賃戦略や,国 鉄末期の運賃政策などの組み合わ

せを通 じて決定されてお り,競 争への対応が垣間見られる。本節では以下,高 橋[1998b,

1999]を 再検討する形で,JRと 私鉄の間の運賃競争を,制 度 と戦略の両面から検討する。

⑱ 厳密には,新 線開業時に,加 算運賃を含めて改定が行なわれることが多い。なお,消 費税率と

無関係に運賃改定が最後に行なわれたのは,JR西 日本(当 時は国鉄)が1986年4月,関 西大手

私鉄が1995年9月 である(く らしの リサーチセンター[2004]pp.180-181)。
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表4近 畿圏におけるJR・ 私鉄運賃の比較

都市間

大阪一神戸

大阪一京都

大阪一奈良

大阪一和歌山

大阪一宝塚

京都一神戸

京都一奈良

事業者

JR

阪急

阪神

JR

阪急

京阪

JR

近鉄

JR

南海

JR

阪急

JR

阪急

JR

近鉄

区 間

大阪一三ノ宮

梅田 三宮

梅田一三宮

大阪一京都

梅田一河原町

淀屋橋一三条

JR難 波一奈良

大阪難波一奈良

天王寺一和歌山

難波一和歌山市

大阪一宝塚

梅田一宝塚

京都一三ノ宮

河原町一三宮

京都一奈良

京都 奈良

キ ロ程

(km)

30.6

32.3

31.2

42.8

47.7

49.3

41.0

32.8

61.3

64.2

25.5

24.5

73.4

75.2

41.7

39.0

普通運賃

(円)

390

310

310

540

390

400

540

540

830

890

320

270

1,050

600

690

610

通勤定期運賃

(1ケ 月,円)

11,960

12,480

12,480

16,070

15,070

14,990

16,070

19,060

24,750

25,050

9,760

11,010

30,150

18,620

19,650

20,030

※高 橋[1998b]p.223,高 橋[1999]p.65,く ら しの リサ ー チ セ ンタ ー[2004]p.169,運

輸 政 策 研 究 機 構[2008]p。119お よ び 各 社 時 刻 表 ・ハ ン ドブ ッ ク等 よ り作成 。

※JRは 全 て,大 都 市 特 定 運 賃 で あ る。

3.1運 賃 制度 の現状:総 括原価主義 の下 での上 限認可制

近畿圏の鉄道で は,競 争的な要素が多 く見 られ るとはいえ,わ が国の鉄道一般 と同様,

独 占を前提 と した総括原価主義 に基づ いた運賃規制が行なわれて いる。運賃水準 につ いて

は,地 域独 占の事業者が複数存在す ることを前提 と して,規 制当局が各事業者の費用水準

を査定 して運賃水準の規制 に活用す るという,法 制度上 のヤー ドステ ィック競争(4幻 膨

yardstickcompetition)が 行 なわれて いることが特徴で ある⑲。

総括原価主義で決定 された運賃水準を前提 と して,運 賃体系 につ いて は,1997年 か ら上

限認可制(price-ceilingregulation)が 導 入 されて いる。 これ は,個 別の運賃 につ いて総

括原価を下回 る運賃の設定を認め,「 上 限運賃 による総収入 ≦総括原価」を認可の条件 とす

る もので ある⑫①。 ここで は,事 業者が需要 の価格弾力性(priceelasticityofdemand)に

⑲ 現 行 の 鉄 道 運 賃 規 制 にお け る法 制 度 上 の ヤ ー ドステ ィ ック競 争(ヤ ー ドステ ィ ッ ク方 式)に つ

い て は,岡 部[1997]pp.15-19お よ び,く ら しの リサ ー チ セ ン ター[2004]pp.146-151を 参 照

され た い 。

⑳ 鉄 道 運 賃 の 上 限 認 可 制 の 制 度 設 計 につ い て は,藤 井[1996,2005],高 橋[1998b,1999]を,導

入 直 後 の 事 業 者 に よ る活 用 状 況 につ いて は運 輸 省[1998]p.233を 参 照 され た い 。 また,上 限 認

可 制 は,2002年 に乗 合 バ ス の 運 賃 規 制 に も導 入 され て い る(高 橋[2006]pp.114-122)。
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対 応 して,路 線 ・区間,季 節,曜 日,時 間帯な どによって区分 され る個別サー ビスごとの

運賃を値下 げ し,増 収 に向 けた試行錯誤を行な う余地を事業者 に対 して保証 して いる。理

論的 には,ラ ムゼイ価格設定(Ramseypricing)に 似 た価格差 別(pricediscrimination)

が 実 行で きるといえ る⑫1)。

もっ とも,上 限認 可制 にはい くつかの制 限が設 けられ てお り,「 相互格差制 限」 はその

一つで ある
。 これ は,路 線 ・区間 ごとの運賃 の相互格差 を2割 以 内に制 限する ものであ り,

競 争 の激 しい路線で略奪 的価 格設定(predatorypricing)が 行 なわれ た り,そ のため に

過度の内部補助が行なわれた りして利用者間 に不公平が生 じることを防 ぐことが 目的で あ

る。

3.2私 鉄の運賃戦略:遠 距離逓減の活用

総括原価主義による伝統的な運賃規制の下で も,関 西私鉄は競争に対応 した運賃を設定

してきたと考え られる。その一つが,遠 距離逓減の活用である。遠距離逓減とは,乗 車距

離が長 くなるにしたがってキロあた り運賃が低下 していく運賃体系である。

関西私鉄のうち数社では,他 の事業者との競合区間が比較的遠距離であることを利用 し

て,遠 距離逓減の度合いを強あ,遠 距離の競合区間において低廉な運賃を設定 している。

例えば,京 阪のキロあた り運賃は,JRや 阪急 と競合する京阪間(淀 屋橋一三条)で は8.1

円,競 合がない淀屋橋 枚方市では20.1円である(斎 藤[1998]p.12)。 もう一つ例を挙

げると,阪 急 は1965年 頃,初 乗 り運賃20円,阪 神間(梅 田一三宮)の 運賃は140円 であっ

たが,現 在は初乗 り140円,阪 神間310円 であり,そ の差は7倍 から2.5倍に縮 まっている

(正司[2001]p.78)。 こうした運賃設定は,区 間ごとの需要の価格弾力性に応 じたラムゼ

イ的な運賃体系 と解釈することができる(斎 藤[1998]pp.12-14)。 これら運賃額は,上

限認可制が導入される前に,厳 格な総括原価主義の下で 「確定運賃」として認可された も

のであり,上 限認可制に移行 して も 「上限運賃」に相当する。そのため,前 述の相互格差

制限には抵触 しない。今後の運賃改定において も,従 来どお り上限運賃として存続する可

能性が高い。

⑳ ラム ゼ イ 価 格 設 定 と は,収 支 均 衡 を 前 提 と して 消 費 者 余 剰 の 最 大 化 を 図 る もの で あ り,そ の 結

果,そ れ ぞ れ の 財 ・サ ー ビ ス につ いて 価 格 が 限 界 費 用 か ら乖 離 す る割 合 が,需 要 の 価 格 弾 力 性 と

反 比 例 す る。 ラム ゼ イ 価 格 設 定 の 詳 細 につ い て はZajac[1978]Ch。3,前 田[1988]pp.155-161,

Train[1991]Ch.4を,上 限認 可 制 と ラ ムゼ イ価 格 設 定 の理 論 的 な 異 同 につ い て は高 橋[1998b]

pp.220-222,高 橋[1999]pp.64-65,高 橋[2006]pp.115-117を 参 照 さ れ た い。
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3.3JRの 運賃戦略:大 都市特定運賃

これに対 してJRも,私 鉄 との競争がある区間について,「大都市特定運賃」 という競

争に対応 した運賃を設定 している。もっともこれは,JRの 意思 というよりも,国 鉄末期

の運賃政策が,分 割 ・民営化後の運賃改定時期をなるべ く遅 らせようとする目的(斎 藤

[2000]p.60)と 合わせて引き継がれているものと評価できる。

国鉄では,運 賃法定主義のために値上げが困難であり,そ れが多額の債務を抱える一因

となった。国鉄末期においてはこのことが認識され,1977年 には,国 鉄運賃は一定範囲内

の条件つきで運輸大臣の認可制に置かれた。その直後,1978年7月 に行なわれた運賃改定

で,近 畿圏の私鉄並行区間において大都市特定運賃制度が導入された⑳。現在では,JR東

日本が首都圏の110区 間,JR東 海が名古屋とその周辺の31区 間,JR西 日本が近畿圏の114

区間において特定運賃を設定 している(く らしのリサーチセンター[2004]p.169)。 表4

で見たJRの 運賃は,全 てこの特定運賃である。特定運賃が近畿圏で最初に導入され,現

在で も首都圏より多 くの区間で適用されていることは,近 畿圏の鉄道市場における競争の

激 しさを端的に物語っている。

特定運賃が導入された理由として,く らしの リサーチセンター[2004]は,「 運賃の格

差があるたあ競争力を失 くしていた大都市圏の民鉄との並行区間で,輸 送力の有効活用を

図 り,利 用者にとっては利便の向上が図られ,増 収が期待される」(p.169)と 説明 してい

る。確かに,毎 年のように運賃が値上げされていた国鉄末期には,私 鉄との運賃の格差は

拡大傾向にあった。中で も,「輸送力の有効活用」が重要なキーワー ドであったと考え られ

る。当時の近畿圏鉄道市場は 「私鉄王国」の呼び声が高 く,国 鉄の電化 ・複線化等が非常

に遅れていたことは,既 に指摘したとお りである。この状況下で運賃格差が拡大すると,利

用者が私鉄に流れ過ぎ,混 雑を激化させる恐れさえあったと考えられる㈱。インフラ投資の

飛躍的な拡大(例 えば複々線化)が 望めない中で,輸 送力に関する国鉄 ・私鉄間の相互依存

を踏まえ,運 賃設定を通 じて双方が輸送力の有効活用を目指すべきとされたといえよう。

もっとも,JRの 大都市特定運賃は,こ のように30年 もの歴史を持 っているとはいえ,上

限認可制の制度設計からすれば,「既存不適格」な ものと見なされ うる。表5は,特 定運

⑳ 斎藤[2000]p.53を 参照されたい。なお,国 鉄の全国一律運賃制度は1984年 に廃止され,こ れ

がJR各 社に引き継がれて現在に至るが,そ のきっかけはこの大都市特定運賃であったと考えら

れる(斎 藤[2000]p.37)。

㈱ 極端な例であるが,福 知山線事故の後2ケ 月近 くにわたり,阪 急への振替輸送が実施された際

阪急各線の混雑は非常に激 しかった。JRの 安全性 と企業体質は極めて問題視されたが,実 際の

沿線では,福 知山線の迅速な運転再開を求ある声もあったと見られる。このことは,競 合路線間

における輸送力の相互依存関係を浮き彫りにしたのである。
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賃の例を前掲の表4よ り詳細に掲げるとともに,各 区間の所定額(同 じ距離を利用 した場

合の,電 車特定区間あるいは幹線で計算 した運賃額)を 示 し,所 定額か らみた特定運賃の

割引率を示 した ものである。ここで,割 引率が2割 を超え,前 述の相互格差制限に抵触す

る区間が多いことがわかる。

表5近 畿圏におけるJR大 都市特定運賃の割引率

区 間

大阪一三ノ宮

大阪一元町

大阪一神戸

大阪一京都

大阪一高槻

JR難 波一奈良

天王寺一奈良

天王寺一和歌山

大阪一宝塚

京都一三ノ宮

京都一奈良

京都一城陽

京都一新田

キ ロ程

(km)

30.6

31.4

33.1

42.8

21.2

41.0

37.5

61.3

25.5

73.4

41.7

20.2

18.1

特定運賃

(円)

390

390

390

540

250

540

450

830

320

1,050

690

350

280

所定額

(円)

540

540

540

690

380

690

620

1,050

480

1,210

740

400

320

割引率

(%)

27.8

27.8

27.8

21.7

34.2

21.7

27.4

21.0

33.3

13.3

6.8

12.5

12.5

並行私鉄

運賃(円)

310

430

430

390

270

540

480

890

270

600

610

340

290

※ 高 橋[1998b]p.223,高 橋[1999]p.65,く ら しの リサ ー チ セ ンタ ー[2004]p.169,運 輸

政 策 研 究 機 構[2008]p.119お よ び各 社 時 刻 表 ・ハ ン ドブ ック等 よ り作 成 。

※ 所 定 額 とは,そ れ ぞ れ の 大 都 市 特 定 運 賃 区 間 と同 距 離 のJR電 車 特 定 区 間 を 利 用 した 場 合 の

運 賃(た だ し,京 都 奈 良 間 は 電 車 特 定 区 間 で な い た め,同 距 離 の 幹 線 運 賃)。

だが,こ れ も前述のように,相 互格差制限の主な目的が略奪的価格設定の防止であるの

に対 し,競 合路線間の輸送力の相互依存は明白であり,略 奪的価格が設定される可能性は

低い。こうした点か ら,大 都市特定運賃の正当性が評価されるのであれば,今 後の運賃改

定の可能性を考慮に入れたとき,上 限認可制との整合性を高めることが必要である。

上限認可制に大都市特定運賃を組み込む場合,そ の最 も単純で規制コス トがかか らない

方法は,相 互格差制限を緩和することであろう。具体的な数値を定めることは非常に難 し

いが⑳,表5の 割引率を追認することが望ましい。また,略 奪的価格が設定される可能性

が今後 も低いとすれば,相 互格差制限その ものを撤廃 して も支障はない,と いう考え方も

成 り立つ。最終的には,輸 送力の制約の もとで,そ の有効活用を追求することは,事 業者

の経営戦略のみな らず,交 通政策として も引き続き大きな課題となろう。例えば,近 畿圏

における人口および鉄道利用者数の減少傾向は,全 国的な少子 ・高齢化と相まって加速す

ると考え られる。通勤輸送が減少 した分,オ フピークの時間帯における高齢者(特 にアク

⑳ そもそも,相 互格差制限の 「2割 」という数字の根拠も,明 確に示されてはいない。
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ティブ ・シニア)の 鉄道利用が促進できれば,ピ ークの平準化を通 じた輸送力の有効活用

につながると見込まれる。

4.競 争 と協調の展望

本節で は,近 畿圏鉄道市場 にお ける最近の動向を取 り上 げ,今 後の展望を示す ことと し

た い。 こ こで と りわ け注 目され るのは,一 つは阪急 と阪神 の経営統合(2006年10月),も

う一つ は共通乗車 カー ド(特 にICカ ー ド)の 普及 と活用 である。以下 では,こ う した事

象を概観す るのみな らず,前 節 に引 き続 き運賃設定へのイ ンパ ク トを検討す ることと した

い。

4.1阪 急 ・阪神 の経 営統合

阪急 と阪神 の経 営統合 の きっかけは,元 通商産 業省 の村 上世彰 氏が 中心 とな った投資

フ ァン ド(通 称 「村上 フ ァン ド」)が,阪 神の株を買 い占めたことで あった㈱。村上 フ ァン

ドは,そ れ まで も多 くの企業 に対 し敵対的買収を仕掛 け,購 入 した株をその企業や関係者

に高値で買 い戻 させ るグ リー ンメイ ラー(greenmailer)と して行動 して いた。村上 フ ァ

ン ドに経営を掌握 され ることを恐れた阪神 は,村 上 フ ァン ドが保有す る株を買 い取 って く

れ るホ ワイ トナイ ト(whiteknight)を 探 し,そ れが阪急(当 時の阪急 ホール デ ィング

ス)で あった。阪神 と村上 フ ァン ドの交渉の途上で,2006年6月 に村上氏が証券取引法違

反の容疑で逮捕 された ことが,経 営統合の決定打 とな った と考え られ る。阪神株を阪急が

買 い戻 して くれた という意味で は,グ リー ンメイ ラー と しての村上 フ ァン ドの意図 は達成

された といえ る。

以下で は特 に,阪 神間の鉄道市場 にお ける競争 という観点か ら,今 回の経営統合のイ ン

パ ク トを整理 す ることと したい⑳。 こ こで注意 すべ きは,阪 神 と阪急 は1920年 代 以来の ラ

イバルで あったが伽,阪 神 ・淡路大震災 か らの復 旧後,JRに 対 抗すべ く協調行動を取 るよ

㈲ 経営統合の経緯については,佐 藤[2006]pp。51-53,宮 本[2006]pp.32-36を 参照されたい。

⑳ いうまでもな く,今 回の経営統合は,従 来の阪急東宝グループ・阪神グループの各社にも及ん

でいる。交通でいえば,西 宮市 ・芦屋市におけるバス事業やタクシー事業で連携が進んでいる。

流通では,阪 急百貨店と阪神百貨店が2007年10月 に経営統合し,「エイチ ・ツー ・オー ・リテイ

リング」が発足 している(田 中[2007]第3章)。 今回の経営統合は,グ ループ経営全体の観点

からの評価が不可欠であり,今 後の課題としたい。

⑳ 鉄道事業は,長 い間独占禁止法の適用除外であったが,今 回の経営統合にあたっては,公 正取

引委員会が企業結合審査を行なった。その結果,他 に競争する事業者(JRを 指 すと見 られる)

があることから,「一定の取引分野における競争を実質的に制限することとはならない」という判/
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うになっていたことである。今回の経営統合は,こ うした協調行動を進展させるための呼

び水になると考え られる。ここでは協調行動の例として,通 勤定期券の相互利用および,

神戸高速鉄道への相互乗 り入れの見直 しについて検討する。

通勤定期券の相互利用は,1997年10月 か ら実施されている。これは,梅 田一三宮間を含

む通勤定期券を持っていれば,そ の定期券で阪急 ・阪神どちらの梅田駅 ・三宮駅で も乗降

可能 というものである。阪神では,2009年3月 になんば線が開業 したときに同様の制度

(愛称 「OSAKAど っちも定期」)を導入 し,阪 神本線か ら開通区間(西 九条 大阪難波間)

の間の通勤定期券を持 っていれば,阪 神梅田駅で も乗降が可能 とな っている。この制度

は,阪 急神戸線には適用されていないが,将 来的には2つ の制度を組み合わせ,例 えば 「阪

神三宮一阪神梅田の定期券を持っていれば,阪 神三宮一大阪難波にも阪急三宮一阪急梅田

にも乗車できる」といった仕組みを作ることは,技 術的には可能と推測される。

神戸高速との相互乗 り入れの見直 しも,経 営統合以前か ら実施されている。神戸高速

は,神 戸市な らびに私鉄各社(阪 急 ・阪神 ・山陽電鉄 ・神戸電鉄)が 出資す る第三セク

ターである㈱。その路線は図4の とおりであ り,軌 間が同じ阪急 ・阪神 ・山陽は,1968年

に神戸高速東西線が開通 した際にレールが繋が り,神 戸高速を介 した相互乗 り入れを開始

した。また,前 述の通勤定期券の相互利用は,神 戸高速線内の高速神戸 阪急三宮 ・阪神

三宮間の各駅(図4の ◎で示 した駅)に も適用されている。例えば,高 速神戸か ら梅田に

神戸電鉄

阪急三宮 阪急梅田

山陽電鉄

山陽姫路 西代

湊川

新開地

高速神戸

花隈

β 阪急神戸線

区厄袖太綿
　

西元町

元町 阪神三宮 阪神梅田

※ ◎の駅は通勤定期券相互利用の対象。

図4神 戸高速鉄道路線図

＼ 断 が 下 さ れ た(公 正 取 引委 員 会[2007]pp.67-72)。 な お,阪 急 と阪 神 の経 営 統 合 は,も と も と

村 上 フ ァ ン ド側 が 提案 した もの で あ り(佐 藤[2006]p.52),阪 神 は京 阪 と の経 営 統 合 を模 索 し

て い た と い う(宮 本[2006]p.35)。

⑳ 神 戸 高 速 は,上 下 分 離(列 車 の 運 行 と鉄 道 イ ン フ ラの 建 設 ・運 営 の 分 離)の 概 念 が 明 確 にな る

前 か ら これ を 実 現 して い た と いえ,近 年 い わ れ る公 民 連 携(Public-PrivatePartnerships)の 先

駆 と も評 価 され て い る。 詳 細 は正 司[2005]を 参 照 され た い 。
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向かう場合,阪 急 ・阪神のいずれかの定期券を持っていれば,ど ちらも利用できるという

仕組みである。

1998年2月 のダイヤ改正では,阪 急と阪神の両社が神戸高速 ・山陽への乗 り入れに関 し

て調整を行ない,役 割分担を明確にした。つまり,阪 急が神戸線を8両 編成に,運 転区間

を阪急梅田 新開地間に統一 して山陽への乗 り入れを中止 し,新 開地での神戸電鉄(阪 急

グループ)と の乗換えを強化 した。一方で,阪 神と山陽が神戸高速を介 して行なう相互乗

り入れは強化され,阪 神梅田 山陽姫路間で 「直通特急」の運転を開始 した。

さらに,今 回の経営統合をきっかけとして,阪 急阪神グループにおける神戸高速の位置

づけにも変化があった。前述のように神戸高速は第三セクターであり,神 戸市が40%の 株

式を保有 していたが,2009年4月 にその一部を阪急阪神ホールディングスに売却 した。こ

れにより,表6に 示すように,神 戸高速の株式の75%を 阪急阪神ホールディングスあるい

はその傘下の事業者が保有することとなった。これに伴い,阪 急阪神グループとして,企

業経営のみな らず運賃制度の一体化(具 体的には,乗 継運賃引き下げによる割高感の緩和)

が進む可能性が出てきたといえる。

表6神 戸高速鉄道の持株比率

阪急 ・阪神経営統合前

神戸市40%

阪急電鉄10.7%

阪神電鉄10.7%

山陽 電 鉄10.7%

神戸電鉄(阪 急グループ)7.9%

経営統合後

神戸市40%

阪急電鉄9.95%

阪神電鉄9.95%

神戸電鉄7.9%

山陽電鉄12.2%

2009年4月 以降

神戸市25%

阪急阪神ホールディングス15%

阪急電鉄9。95%

阪神電鉄9.95%

神戸電鉄7.9%

山陽電鉄(阪 急阪神が筆頭株主)12.2%

今回の経営統合は,あ くまで も村上ファンドの出現がきっかけであり,近 畿圏鉄道市場

全体の再編に繋がる可能性は低いと考え られる。とはいえ,阪 急と阪神の協調行動の基盤

が作 られたことも確かである。「JR対 私鉄」という競争の構図において,今 後JRに 対 し

両社が 「包囲網」の構築を試みる可能性 もある。このような形で近畿圏鉄道市場の活性化

が進むことを期待 したい。

4.2協 調のプラットフォームとしての共通乗車カー ド

私鉄が連携 してJRに 対抗する可能性 と合わせて,JRを 含めた全ての鉄道事業者が連

携する可能性 も指摘 しておきたい。それは,本 稿冒頭で触れた,自 家用自動車との交通機

関間競争に対応 した ものである。周知のとお り,自 家用車によるモータリゼーションは,
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鉄道やバスといった公共交通の経営に大きな影響を与えているが,そ れは鉄道が高度に発

達 した近畿圏で も例外ではない。その中で,複 数の鉄道事業者(さ らにいえば,バ ス等を

含めた全ての公共交通事業者)が 連携 し,自 家用自動車との交通機関間競争に対応する必

要性が,日 増 しに高まっているのである。つまり,近 畿圏鉄道市場における事業者間 ・路

線間の競争は,自 家用自動車を も含あた 「合従連衡」の段階に突入 しているといえる。

その中で大きな役割を果た しつつあるのが共通乗車カー ドである。これはもともとは,

自動改札機の導入 ・更新に合わせて導入された磁気式のプリペイ ドカー ドを,複 数の事業

者間で共通運用するものである。近畿圏では,阪 急が1992年 に導入 したシステムを拡大す

ることで,1996年 には 「スルッとKANSAI」 が阪急 ・阪神 ・北大阪急行 ・能勢電鉄 ・大阪

市交通局の5事 業者 に導入された⑳。その後,ス ル ッとKANSAIは 近畿圏の私鉄および

バス事業者の間で急速に普及 し,私 鉄(パ スネ ット)と バス(共 通バスカー ド)で 別々に

標準化が進んだ首都圏と比べても,利 便性は高かったといえる(高 橋[2006]p.29)。 な

お,JR西 日本は別途,プ リペイ ド方式のICカ ー ド(ICOCA)を2003年 に導入 した。

その後,ス ル ッとKANSAIの 普及が一一巡 し,初 期に導入 した事業者において自動改札

機等の更新の時期が到来するのに合わせて,ICカ ー ドによる共通乗車システム 「PiTaPa」

が,2004年 か ら導入された。PiTaPaは,プ リペイ ド方式でな く後払い(ポ ス トペイ)方

式を採用 しているのが特徴である。そのため,チ ャージ機や精算機が不要であり,費 用の

節減を図ることができる⑳。また,定 期券を設定せず,利 用者が指定 した区間に対 し,一 定

期間内にある程度以上の回数を利用 した場合に,請 求額を定期運賃と同額として精算する

ことも可能となっている。

さらに,先 に見た上限認可制の制約の下ではあるが,様 々な割引を実施 し,他 の事業者

あるいは自家用 自動車 との競争に対応することも可能であろう。例えば,買 い物客に対

し,購 入金額に応 じて駐車料金を割引する商業施設は当た り前に見 られるが,同 様にして

鉄道やバスの運賃を割引する事例はいまだ少ない。PiTaPaは,こ うした事例の出現を妨

げていた技術的な問題を解決するものであり,運 賃規制の緩和がさらに進めば㊨1),ポス ト

㈲ スルッとKANSAIの 導入過程 と意義については,正 司[2001]pp。66-68を 参照されたい。

e① 椎橋[2008]p.178の 指摘による。なお,ス ル ッとKANSAIの 導入後,利 用者は駅で切符を

購入する手間が省けると同時に,事 業者は券売機の設置台数を減らし,そ の空間を商業施設(い

わゆる 「駅ナカ」)に転用することが可能になった。PiTaPaの 普及が進んでチャージ機や精算機

の設置台数が減れば,同 様の効果も期待できる。

el)こ うした割引措置が今まで出現しなかったのは,技 術的問題もさることながら,「特定の旅客に

対 し不当な差別的取扱いをするもの」(鉄 道事業法第16条)に 当たるとされてきたためと考えら

れる。言い換えれば,前 節で見た 「利用者間の不公平」を防 ぐための規制の一環である。もっと

も,何 をもって 「不当な差別的取扱い」「不公平」 と見なされるかは,判 例が積み重ねられてい/
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ペイ方式を活用 した様 々な割引や創意工夫が 出現す ると期待 され る(土 井[2008]p.96,

高 橋[2009]p.53)。

もっと も,PiTaPaと そ のポス トペイ方式は,専 門家 か らも,「 た しか に画期的な カー ド

だが,少 し進みす ぎてい る」「ポ ピュラーになるには,ま だ少 し時間がかか る」(椎橋[2008]

p.180)と 判 断 されてい る。 「進 みす ぎている」ゆえに,ポ ス トペイ方式な らで はの利点そ

の ものが十分 に探索 されてお らず,そ のため に普及が進んで いな い もの と考え られ る。

5.お わ り に

5.1近 畿圏鉄道市場における競争の意義

以上本稿では,近 畿圏鉄道市場における競争について,1920年 代以来の歴史,運 賃競争

を中心とした現状,協 調行動を中心とした展望を整理 した。

一般に競争が起こりえないとされる鉄道市場において,競 争が行なわれるためには,複

数の事業者が存立 していることが最大の条件であり,こ れが世界に類を見ない特徴であ

る。そ してその背景には,近 畿圏特有の地理的条件と,鉄 道国有化以来の歴史的な要因が

作用 している。

その中で,近 畿圏鉄道市場 における競争が,「JR対 私鉄」「公共交通対 自家用自動車」

に局面を変化させつつ も,長 年存続 してきた理由として,以 下の二つが考え られる。

第一に,複 数の事業者が,「両端(都 市間)で は切磋琢磨 し,途 中(中 間駅)で は沿線

を独占している(囲 い込んでいる)」という状態である。 これは先に見た,区 間別のラム

ゼイ的運賃体系にも象徴されよう。言い換えれば,独 占区間を確保(さ らに,沿 線開発等

でそれを拡大)す ることで経営基盤を強化する一方で,都 市間において競争を展開するこ

とで,近 畿圏の鉄道市場全体においてサー ビス水準の全般的な向上が達成されていると考

え られる。

第二に,複 数の事業者間で輸送力の相互依存があり,そ の有効活用が求め られているこ

とである。今後,人 口減少が進めば,破 滅的競争や事業者の撤退が起こる可能性は,皆 無

とはいえないものの,10年 か ら20年程度先ではまだ低いと推測される。また,そ うした状

況に陥る前に,各 事業者は,沿 線の再開発を進めるなど,人 口と鉄道利用者を維持すべ く

努力するであろう。近畿圏鉄道市場における競争は,互 いの存在を認あ合った上での競争

であるといえ,そ の実態を理論的にも実証的にも明 らかにしていく余地は,多 く残されて

＼ な い こ と もあ り不 明 で あ る。
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い る 。

5.2今 後の研究課題

最後に,本 稿に残された研究課題として,経 済学を中心としつつ も,周 辺領域を含めた

様々な視点や手法を活用することを指摘 しておきたい。

本稿では,第3節 で行なった運賃競争の評価が典型的であるが,事 業者か らみた交通経

営(競 争への対応)と,規 制当局か ら見た交通政策(競 争政策)の 論点が入 り混 じってい

る。こうした状況に対応 した研究を進めるために,高 橋[2006]は,交 通産業における規

制緩和の進展を踏まえて,「政策 ・規制(事 業者 にとっての制約条件)の 研究から,企 業

戦略(事 業者の行動そのもの)の 研究に軸足を移 していくこと」を主張 し,「従来の,政

策決定に資する枠組みを尊重 し包含 しつつ,事 業者の行動を一層明快に説明する新 しい枠

組みが求め られている」と論 じた(高 橋[2006]p.122)。 この発想 自体は,今 なお妥当で

あると考えるが,本 稿ではこうした枠組みを提案するには及ばなかった。

具体的な課題を一つ挙げると,本 稿では,近 畿圏における鉄道事業者の大きな特徴であ

るグループ経営を捨象 し,鉄 道事業のみ,し か も運賃競争を中心としたごく一部だけを取

り上げざるを得なかった。だが,小 林一三による多角化戦略や,阪 急百貨店と阪神百貨店

の経営統合に言及 したように,グ ループ経営およびグループ間競争(流 通部門,不 動産部

門等々)は 鉄道事業者その ものにとって大きな課題である。特に,グ ループ経営によって

創出されるブランドイメージは,そ の沿線の地域ブランド(regionalbrand)に も重な

り働,グ ループ経営 との相互作用をもたらす と考えられる。交通事業者 ・交通サービスそ

の もののブランド(例 えば 「阪急」)と,地 名が持つブランド(「阪神間」や 「西宮」)と

の間に,両 者の重な り合 ういわば 「沿線ブランド」(「阪急沿線」)が形成されているとこ

ろが,近 畿圏の特徴であろう。その分析には,マ ーケティングにおけるブランド研究の成

果を活用することが不可欠である。

わが国の社会科学における交通研究は,も ともと商学の一一分野(交 通論)と して始まり,

経済学の視点 と手法を導入することで 「交通経済学」 として政策志向と精緻化を進めて

いった(高 橋[forthcoming])。 改あて,交 通という研究対象に対 して,経 済学を中心と

しつつ も,商 学や経営学をはじめとする様々な視点と手法を組み合わせて新たな体系化を

進あることを今後の大きな課題として,本 稿の結びとしたい。

⑳ 地域ブランドに関する,特 に大阪を題材とした研究成果として,陶 山・妹尾[2006]が 有用で

ある。
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追 記

武知京三先生は,い うまでもな く鉄道史研究の大家であり,筆 者は大学院修士課程の頃からご著書

を通 じてお名前を存 じ上げていた。その後,近 畿大学の採用面接の席上で初めてお目にかかって以

来,先 生には様々なご指導をいただいている。この場を借りて感謝の意を表するとともに,先 生のま

すますのご健勝をお祈り申し上げる。
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